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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第 39 期 
第２四半期 
累計期間 

第 40 期 
第２四半期 
累計期間 

第 39 期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

売上高 （千円） 1,580,031 1,557,189 2,666,459 

経常利益 （千円） 148,695 58,444 220,395 

四半期（当期）純利益 （千円） 272,859 49,827 339,695 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 1,186,300 1,186,300 1,186,300 

発行済株式総数 （千株） 7,800 7,800 7,800 

純資産額 （千円） 4,913,125 5,085,662 5,035,390 

総資産額 （千円） 5,978,068 6,694,190 6,271,883 

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額 
（円） 35.11 6.41 43.71 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 

自己資本比率 （％） 82.2 76.0 80.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △494,961 220,562 △820,076 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 40,742 △436,455 △26,372 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △10,518 381,603 84,049 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（千円） 732,807 602,660 437,365 

 

回次
第 39 期
第２四半期
会計期間

第 40 期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.18 3.74 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に 

     ついては記載しておりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

   ３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

   ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

   ５．第39期は、決算期変更により平成28年４月１日から平成28年12月31日までの９ヶ月間となっております。 

   ６．決算期変更に伴い、第２四半期累計期間は、第39期（平成28年４月１日から平成28年９月30日）と第40期

（平成29年１月１日から平成29年６月30日）、第２四半期会計期間は、第39期（平成28年７月１日から平

成28年９月30日）と第40期（平成29年４月１日から平成29年６月30日）で期間が異なっております。 
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２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 また、当社は平成28年12月期より決算期（事業年度の末日）を12月31日に変更いたしました。そのため、平成29年

12月期第２四半期（平成29年４月１日から平成29年６月30日）と、比較対象になる平成28年12月期第２四半期（平成

28年７月１日から平成28年９月30日）の期間が異なるため、前年同四半期比については記載しておりません。

 

（１）業績の状況 

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果により、総じて緩や

かに回復しました。一方、米国新政権の政策動向、英国のＥＵ離脱問題等、海外の不確実性や金融資本市場の

変動の影響のため、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような経済状況のなか、当社は、海外経済状況の不確実性のため、自動車関連業界の新規投資が一時減

少したことを受け受注も減少した結果、当第２四半期累計期間の売上高は1,557百万円となりました。損益に

つきましては、新分野の医療関連装置や自動車設備関連装置の開発要素の多い新規案件が重なったことによる

製造原価の増加や、自動車関連業界の発注遅れによる工場稼働率の一時低下及び新規設備投資の減価償却費増

加や働き方改革のための外注費増加等を要因として原価が上昇した結果、営業利益は28百万円、経常利益は58

百万円、四半期純利益は49百万円となりました。

 セグメントの業績は次のとおりであります。

①半導体・自動車関連事業

 全売上高の99.5％を占める半導体・自動車関連事業の売上高は1,549百万円、セグメント利益は220百万円と

なりました。

②不動産・建築関連事業

 不動産・建築関連事業の売上高は７百万円、セグメント損失は17百万円となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の増加及び

有形固定資産の取得による支出等による資金の減少があったものの、売上債権の減少及び長期借入れによる収

入等により資金が増加したことから、前事業年度末と比べ165百万円増加し、会計期間末には602百万円となり

ました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における営業活動による資金の増加は220百万円となりました。

これは主に、たな卸資産の増加214百万円及び未収消費税等の増加35百万円等による資金の減少があったも

のの、売上債権の減少471百万円及び税引前四半期純利益の計上58百万円等により資金が増加したことによる

ものであります。

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における投資活動による資金の減少は436百万円となりました。

これは主に、補助金の受取額30百万円による資金の増加があったものの、有形固定資産の取得による支出

375百万円及び無形固定資産の取得による支出89百万円等により資金が減少したことによるものであります。
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   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における財務活動による資金の増加は381百万円となりました。

これは主に、リース債務の返済による支出10百万円等による資金の減少があったものの、長期借入れによ

る収入300百万円及び短期借入金の純増額100百万円により資金が増加したことによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は８百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）生産・受注及び販売の実績 

当第２四半期累計期間における半導体・自動車関連事業は、半導体関連装置とともに自動車設備関連装置の

受注に注力した結果、当第２四半期の売上高は1,549百万円となりました。

 

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資金需要

当社の資金需要のうち主なものは、運転資金及び設備投資資金であります。

 

②契約債務

平成29年６月末現在の契約債務の概要は次のとおりであります。

区分
合計

（千円）

年度別要支払額

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

（千円）

短期借入金 200,000 200,000 － － － －

１年内返済予定の

長期借入金
30,000 30,000 － － － －

長期借入金（１年内

返済予定のものを除く）
262,500 － 30,000 30,000 30,000 172,500

 

③財務政策

当社は現在、運転資金及び設備投資資金については、自己資金及び金融機関からの借入金により資金調達す

ることとしております。

また、当社は、運転資金の機動的かつ安定的な調達を可能にするため、主要取引金融機関と総額500百万円の

当座貸越契約を締結しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 
②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末 
現在発行数(株)
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,800,000 7,800,000
東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,800,000 7,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式 
総数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額(千円)

資本準備金 
残高(千円)

平成29年４月１日～ 

平成29年６月30日
－ 7,800,000 － 1,186,300 － 2,757,259

 

（６）【大株主の状況】

    平成29年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

モバイルクリエイト株式会社 大分県大分市東大道二丁目５番60号 3,181 40.78 

石井工作研究所従業員持株会 大分県大分市東大道二丁目５番60号 859 11.02 

川口 久之 広島県福山市 328 4.21 

石井 光明 大分県速見郡日出町 150 1.92 

石井 仁海 大分県大分市 139 1.78 

渡邉 俊雄 千葉県流山市 105 1.35 

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM 

GCM CLIENT ACCTS MILM FE 

（常任代理人  

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A 1HQ 

UNITED KINGDOM 

 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

77 0.98 

石井 貞憲 大分県大分市 60 0.78 

横井 豊三 愛知県名古屋市緑区 59 0.76 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地 54 0.70 

計 － 5,017 64.32 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 28,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,743,200 77,432 －

単元未満株式 普通株式 28,600 －
１単元（100株） 

未満の株式

発行済株式総数 7,800,000 － －

総株主の議決権 － 77,432 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数7,743,200株には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれてお

ります。また、議決権の数77,432個には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱石井工作研究所

大分市東大道

二丁目５番60号
28,200 － 28,200 0.36

計 － 28,200 － 28,200 0.36

 

２【役員の状況】

   該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

（１）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号）に基づいて作成しております。

（２）当社は、平成28年12月期より決算期を12月31日に変更いたしました。したがって、前事業年度は平成28年４月

１日から平成28年12月31日までの９ヶ月間となっております。これに伴い、前第２四半期累計期間は平成28年

４月１日から平成28年９月30日まで、当第２四半期累計期間は平成29年１月１日から平成29年６月30日までと

なっております。

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

 第39期事業年度                   三優監査法人

 第40期第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間   有限責任監査法人トーマツ

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成28年12月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 437,365 602,660 

受取手形及び売掛金 1,829,853 1,343,146 

電子記録債権 233,315 248,029 

商品及び製品 64,973 58,456 

仕掛品 421,756 621,696 

原材料及び貯蔵品 71,950 93,189 

その他 35,347 82,606 

貸倒引当金 △21,770 △20,798 

流動資産合計 3,072,792 3,028,986 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 607,440 904,961 

土地 1,776,743 1,776,743 

建設仮勘定 － 26,387 

その他（純額） 149,269 198,462 

有形固定資産合計 2,533,453 2,906,555 

無形固定資産 10,946 98,189 

投資その他の資産 654,690 660,458 

固定資産合計 3,199,090 3,665,203 

資産合計 6,271,883 6,694,190 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 348,333 388,686 

電子記録債務 355,505 310,315 

短期借入金 ※ 100,000 ※ 200,000 

1年内返済予定の長期借入金 － 30,000 

未払法人税等 59,103 26,667 

引当金 24,640 27,060 

その他 185,599 200,699 

流動負債合計 1,073,182 1,183,429 

固定負債    

役員退職慰労引当金 7,518 10,757 

長期借入金 － 262,500 

その他 155,792 151,841 

固定負債合計 163,310 425,098 

負債合計 1,236,492 1,608,527 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,186,300 1,186,300 

資本剰余金 2,757,259 2,757,259 

利益剰余金 1,007,152 1,056,980 

自己株式 △11,724 △11,783 

株主資本合計 4,938,987 4,988,755 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 96,403 96,907 

評価・換算差額等合計 96,403 96,907 

純資産合計 5,035,390 5,085,662 

負債純資産合計 6,271,883 6,694,190 
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 1,580,031 1,557,189 

売上原価 1,165,346 1,234,246 

売上総利益 414,685 322,942 

販売費及び一般管理費 ※ 271,329 ※ 294,174 

営業利益 143,355 28,768 

営業外収益    

受取利息 1 0 

受取配当金 4,200 4,447 

補助金収入 － 33,100 

その他 5,943 5,748 

営業外収益合計 10,145 43,296 

営業外費用    

支払利息 3,962 2,005 

為替差損 835 1,218 

固定資産除却損 － 10,396 

その他 8 － 

営業外費用合計 4,806 13,620 

経常利益 148,695 58,444 

特別利益    

固定資産売却益 179,778 － 

特別利益合計 179,778 － 

税引前四半期純利益 328,473 58,444 

法人税、住民税及び事業税 50,688 7,243 

法人税等調整額 4,925 1,373 

法人税等合計 55,613 8,617 

四半期純利益 272,859 49,827 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純利益 328,473 58,444 

減価償却費 36,979 48,161 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △409 △972 

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,400 － 

製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,530 2,420 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 226 3,239 

受取利息及び受取配当金 △4,201 △4,447 

支払利息 3,962 2,005 

為替差損益（△は益） 843 415 

固定資産売却損益（△は益） △179,778 － 

固定資産除却損 － 10,396 

補助金収入 － △33,100 

売上債権の増減額（△は増加） △637,489 471,993 

たな卸資産の増減額（△は増加） △304,788 △214,661 

前払費用の増減額（△は増加） △400 △15,517 

前払年金費用の増減額（△は増加） △16,147 △4,502 

仕入債務の増減額（△は減少） 322,730 △4,836 

未払金の増減額（△は減少） △11,089 △7,595 

未払費用の増減額（△は減少） 10,849 △21,823 

未収消費税等の増減額（△は増加） － △35,996 

未払消費税等の増減額（△は減少） △47,895 △31,805 

その他 8,517 28,794 

小計 △479,686 250,612 

利息及び配当金の受取額 4,201 4,447 

利息の支払額 △3,962 △2,395 

補助金の受取額 － 3,100 

役員退職慰労金の支払額 △11,219 － 

法人税等の支払額 △4,294 △35,202 

営業活動によるキャッシュ・フロー △494,961 220,562 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の償還による収入 10,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △381,390 △375,364 

有形固定資産の売却による収入 423,411 － 

無形固定資産の取得による支出 － △89,815 

投資有価証券の取得による支出 △11,278 △1,275 

補助金の受取額 － 30,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー 40,742 △436,455 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △29 △58 

短期借入金の純増減額（△は減少） － 100,000 

長期借入れによる収入 － 300,000 

長期借入金の返済による支出 － △7,500 

リース債務の返済による支出 △10,242 △10,820 

配当金の支払額 △245 △16 

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,518 381,603 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △843 △415 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △465,580 165,294 

現金及び現金同等物の期首残高 1,198,388 437,365 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 732,807 ※ 602,660 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※ 当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約

に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

  前事業年度 
（平成28年12月31日） 

 
 

当第２四半期会計期間 
（平成29年６月30日） 

当座貸越極度額の総額 500,000 千円   500,000 千円 

借入実行残高 100,000     200,000  

差引額 400,000     300,000  

 

（四半期損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
  前第２四半期累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

  当第２四半期累計期間 
（自  平成29年１月１日 

  至  平成29年６月30日） 

給料手当 92,362千円 105,401千円 

退職給付費用 23 2,503 

賞与引当金繰入額 12,980 2,824 

役員退職慰労引当金繰入額 226 3,239 

製品保証引当金繰入額 4,721 2,697 

貸倒引当金繰入額 △409 △972 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

  前第２四半期累計期間 
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

 
 

当第２四半期累計期間 
（自  平成29年１月１日
至  平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 732,807千円   602,660千円 

現金及び現金同等物 732,807    602,660 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

配当金支払額

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日） 

配当金支払額

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  半導体・自動車関連事業 不動産・建築関連事業 

売上高      

外部顧客への売上高 1,579,122 908 1,580,031 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － － 

計 1,579,122 908 1,580,031 

セグメント利益又は損失（△） 307,328 △7,770 299,558 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 299,558

全社費用（注） △156,202

四半期損益計算書の営業利益 143,355

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  半導体・自動車関連事業 不動産・建築関連事業 

売上高      

外部顧客への売上高 1,549,728 7,460 1,557,189 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － － 

計 1,549,728 7,460 1,557,189 

セグメント利益又は損失（△） 220,655 △17,499 203,155 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 203,155

全社費用（注） △174,387

四半期損益計算書の営業利益 28,768

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 35円11銭 ６円41銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 272,859 49,827

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 272,859 49,827

普通株式の期中平均株式数（株） 7,771,952 7,771,831

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

共同株式移転による共同持株会社の設立について

株式会社石井工作研究所（以下「石井工作研究所」といいます。）とモバイルクリエイト株式会社（以下「モバ

イルクリエイト」といいます。）は、平成30年３月開催予定の両社の定時株主総会における承認を前提として、平

成30年７月２日（予定）をもって、共同株式移転の方法により両社の完全親会社となるＦＩＧ株式会社（以下「共

同持株会社」といいます。）を設立すること（以下「本株式移転」といいます。）に合意し、平成29年８月10日開

催の両社取締役会において承認の上、同日付で本株式移転に関する株式移転計画を共同で作成しました。

 

１．本件株式移転の背景及び目的 

モバイルクリエイト及びその主要な子会社である石井工作研究所を中核企業とした企業集団であるモバイルク

リエイトグループは、情報通信事業及び装置等関連事業を主たる事業とし、近年では、既存技術での市場開拓を

進めるとともに、さらなる成長のための戦略として海外マーケットへの挑戦と事業領域の拡大を掲げ、企業価値

の向上に注力してまいりました。 

モバイルクリエイト及び石井工作研究所は、大きな環境変化を伴いつつさらに拡大することが見込まれている

ＩｏＴ分野の市場において、事業環境の変化に対応し、持続的な発展を実現するため、両社の経営資源の有効活

用や、重複した業務の効率的な集約等が可能となる経営体制の構築を検討してまいりました。その結果、両社

は、モバイルクリエイトと石井工作研究所を現在の親子関係でなく、対等な関係で並列化して兄弟会社とするこ

とで、親子上場に係る潜在的な利益相反の可能性を排除し、機動的な意思決定による柔軟な経営体制とさらなる

両社の協力関係構築、親子上場に係る管理コストの削減等が可能となるとの共通認識に至り、共同持株会社設立

による経営統合を行うことを決定いたしました。

モバイルクリエイト及び石井工作研究所は、持株会社体制のもと、両社がそれぞれの強みを活かしながら、こ

れまで以上にグループ一体としての協力体制を強固なものとして、変化する事業環境に迅速に対応できる経営体

制を構築するため、経営の機動性・効率性の向上、責任・権限の明確化による事業競争力の強化、機動的な企業

再編の促進、共通機能の集約化、及びグループ全体での価値観の共有と事業間シナジーの拡大等を推進し、さら

なる企業価値の向上を目指してまいります。 

 

２．株式移転の方法及び内容

（１）株式移転の方法

モバイルクリエイト及び石井工作研究所を株式移転完全子会社、新規に設立する共同持株会社を株式移転完

全親会社とする共同株式移転となります。

 

（２）株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

会社名 モバイルクリエイト 石井工作研究所

株式移転比率 １ 1.02

（注）本株式移転に係る株式の割当ての詳細

モバイルクリエイトの普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式１株を、石井工作研究所の普通株式
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１株に対して共同持株会社の普通株式1.02株を割当て交付いたします。ただし、上記株式移転比率は、算定

の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議の上変更することがあります。

なお、共同持株会社の単元株式数は100株とする予定です。

本株式移転により、モバイルクリエイト又は石井工作研究所の株主に交付しなければならない共同持株会

社の普通株式の数に１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第234条その他関連法令の規定に従い、

１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。

 

３．株式移転の時期

株式移転計画承認取締役会（両社） 平成29年８月10日

定時株主総会基準日（両社） 平成29年12月31日（予定）

株式移転計画承認定時株主総会（両社） 平成30年３月下旬（予定）

上場廃止日（両社） 平成30年６月27日（予定）

共同持株会社設立登記日（効力発生日） 平成30年７月２日（予定）

共同持株会社株式新規上場日 平成30年７月２日（予定）

ただし、今後手続を進める中で、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、両社協

議の上、日程を変更する場合があります。

 

４．株式移転により新たに設立する会社の状況
 

（１）名称
ＦＩＧ株式会社

英文社名：Future Innovation Group Inc.

（２）所在地 大分県大分市東大道二丁目５番60号

（３）代表者及び役員の就任予定

代表取締役社長 村井 雄司

取締役     森本 昌章

取締役     佐藤 一彦

取締役     尾石 上人

取締役     岐部 和久

取締役     山口  登（常勤監査等委員）

取締役     山田 耕司（監査等委員）

取締役     原口 祥彦（監査等委員）

取締役     渡邉 定義（監査等委員）

（４）事業内容 子会社等の経営管理及びこれらに附帯又は関連する一切の事業

（５）資本金 2,000百万円

（６）決算期 12月31日

（７）純資産 現時点では確定しておりません。

（８）総資産 現時点では確定しておりません。

 

５．会計処理の概要

本株式移転は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号（平成25年９月13日企業会計基準委員

会））における「共通支配下取引等」に該当する見込みです。これによる損益への影響はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

株式会社石井工作研究所 

 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人 トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 野 澤   啓  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 宮 㟢   健  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社石井工

作研究所の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第40期事業年度の第２四半期会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。 

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社石井工作研究所の平成29年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

 会社の平成28年12月31日をもって終了した前事業年度の第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成28年11月11日付で無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対して

平成29年３月24日付で無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 九州財務局長

【提出日】 平成29年８月10日

【会社名】 株式会社 石井工作研究所

【英訳名】 ISHII TOOL & ENGINEERING CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 佐藤 一彦

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大分県大分市東大道二丁目５番６０号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 佐藤一彦は、当社の第40期第２四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


	カバー目次
	【表紙】
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期財務諸表】
	（１）【四半期貸借対照表】
	（２）【四半期損益計算書】
	（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
	【注記事項】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	当年／レビュー報告書
	確認書
	【表紙】
	１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】
	２【特記事項】


